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第11次広島市政白書2018 

  第二部  地方自治体の役割 

 第三部  各論Ⅰ.豪雨災害     Ⅱ.子ども子育て 

 第四部 資料編 2018年広島市の統計上の位置他3 

市民生活優先、防災優先、広島市政転換を」 

・市民に向けた広島市財政への転換を 

予約受付 

Ⅲ.福祉・医療・介護 

 松井市政は、地域住民の反対がありながら強行

されている高速５号線・二葉山トンネルなど、大

型公共事業に税金をつぎ込む一方で、市民の暮ら

し・福祉・教育などの予算を容赦なく切り捨て、

市民との話し合いによってこれまでつくられてき

た事業も次々と廃止してきました。 

 また、この８年のうちに二度の大きな災害を体

験することになりました。 

 今年の７月５日から降り続いた豪雨によって西

日本各地で土砂崩れ、河川の氾濫を引き起こし、

広島市でも多くの犠牲者、被災者が出る大きな災

害が起きてしまいました。住民の命と暮らしを守

る自治体本来の役割を実現する住民自治が、今ほ

ど求められている時はないと思われます。 

さまざまな市民運動を地域・職場でくりひろげて

いく一助として活用していただければ幸いです。 
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Ⅳ.すべての子どもの成長を保障する学校づくりを 

Ⅴ.文化・社会教育      Ⅵ.平和行政 

Ⅷ.中小企業振興条例と広島の地域経済 

Ⅶ.町内会活動と自治体の役割 
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